
はじめに

国際的な人権保護の手続きは、大別すれば2つの側面から考えられる。第1は、人権を享

受すべき個人の「権利」を保護する制度を構築・整備するものであり、これは普遍的・地域

的な人権条約の採択とこれを実現するための人権裁判所や履行監視の委員会の整備というか

たちで進展してきた。第2は、人権を保護すべき「義務」に着目し、刑事的制裁という威嚇

をもって義務履行を促し、現実に違反が発生した場合には、刑事裁判を経て罰するという方

向である。集団殺害犯罪（ジェノサイド）、人道に対する犯罪、戦争犯罪など、大規模かつ重

大な人権侵害と言える国際犯罪を裁く国際刑事裁判は後者に位置づけられ、個人に対してこ

うした犯罪の刑事責任を問うことによって、大規模人権侵害の一般的な抑止および犯罪発生

後の被害者救済と地域社会・国家の再建に寄与することが意図されている。

しかしながら、こうした国際刑事裁判の歴史はまだ浅いものである。1948年の世界人権宣

言の採択に象徴されるように、国際的な人権保護の進展が第2次世界大戦直後の国際社会に

おいて始まり、その後約70年の間、着実に進展を遂げてきたことと比較すると、国際刑事裁

判はそれよりも遅れて登場し、1980年代末における冷戦の終焉とその後の国際社会の変化の

産物であると言える。もちろん第2次世界大戦直後の国際社会は、ニュルンベルグ裁判と東

京裁判という2つの国際刑事裁判を経験したことは事実であるが、これらの裁判所に続く刑

事制裁のための国際的手続きの創設は、それから40年以上を経た1993年の旧ユーゴスラビア

国際刑事裁判所（ICTY）と翌1994年のルワンダ国際刑事裁判所（ICTR）を待たなければならな

かった。その後1990年代後半からは、国際裁判官・検察官がローカルの裁判官・検察官と共

同して裁判を行なう混合刑事裁判機構がシエラレオネ、東ティモール、コソボ、カンボジア

などで次々と創設されることとなり、こうした動向の渦中において、常設的な国際刑事裁判

所（ICC）が誕生することになった。「不処罰の文化」（culture of impunity）を終わらせるという

スローガンは、過去四半世紀にわたって、冷戦後の国際社会のさまざまな動向の通奏低音と

なり、国際人権の分野を超えて、広範に現在の国際法現象に影響を与えるようになっている（1）。

では、こうした発展は具体的にどのような結果を残し、また現時点で成果を上げつつある

のか。また、これが直面する課題は何なのか。本稿は、ポスト「ポスト冷戦」の時代を迎え

たと評されるこの時に、ポスト冷戦期の象徴とも言える国際刑事裁判の過去と現在を評価す

ることを目的としている。
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1 ICTY・ ICTRの意義と成果

（1） 国際刑事裁判の背景

冷戦の終結は、米ソ二極の力によって抑え込まれていた民族・宗教対立を表面化させるこ

とになった。その典型がユーゴスラビア連邦の崩壊とそれに続く武力紛争の発生である。そ

こでは、「民族浄化」の名のもとに、多数の文民が殺傷され、また収容所において拷問・性的

暴力を受け、自らの故郷を追われることになった。こうしたナチス時代を彷彿とさせる状況

に直面し、国際連合安全保障理事会は国連憲章第7章の決議に基づいて、1993年5月に ICTY

の設置を決定している。5常任理事国のいずれも拒否権を行使せず、むしろ一致して大規模

人権侵害に立ち向かおうとしたこともまた、冷戦終結の帰結と言える。

個人の刑事責任に立脚する ICTYの設立は、国際法の履行確保のあり方に大きなインパク

トを与えた。伝統的に、国際法違反による責任は国家が負うものとされてきた。この国家責

任論はある種の集団責任の体系であり、実際に違法行為を行なった者のみならず、同一の国

家に属する全員の責任を問うことになる。しかしそれは、「全体責任は無責任」との格言が示

すように、一方で責任の希薄化あるいは責任所在の曖昧化をもたらす結果となる（2）。ICTYが

前面に押し出した個人責任論は、こうした事態を回避し、真に違法行為に責任のある個人を

特定し、その責任を実行者たる個人に還元することによって、違法行為の発生を抑止する機

能を期待されたのである。また、集団としての国家ではなく、行為者としての個人の責任を

問うことは、大規模な違反行為の事後に必要となる社会集団間の和解を促進させる効果も期

待されていた。ICTYの初代検察官であるリチャード・ゴールドストーンは、国際刑事裁判が

「有罪の責任を個人に帰着させることに役立ち、特定の国家または民族集団に集団的な責任を

帰属させることを防止する重要な手段となる」（3）と強調している。もし個人責任が追及され

なければ、集団殺害の責任は、特定の国家あるいは民族集団に観念的に帰せられ、これでは

たとえばセルビア人とクロアチア人の対立の根幹にある憎悪は、増幅されこそすれ、減少す

ることはない。実際に犯罪を行なった個人の責任を明確にすることによって初めて、国家間

あるいは民族集団間の和解の基盤が形成されると考えられたのである（4）。

こうした個人責任に立脚した ICTYでは、責任者の公的立場にかかわりなく訴追が行なわ

れ、実際、元大統領や将軍など政治・軍事の中枢を担った者の責任が問われるとともに、セ

ルビア人、クロアチア人、ムスリム人、コソボのアルバニア人など、民族的にも区別なく訴

追が実施されている。ニュルンベルグ・東京裁判が「勝者の裁き」と批判されることに対比

して、裁判官の選出はもちろん、その訴追戦略においても、公正性・中立性の確保において

ICTYは際立った特徴をもっている。そして、こうした個人責任原則に基づく公正・中立な裁

判の実施という観念は、翌年に設置されたICTRにも引き継がれ、ICCを含めたその後の国際

刑事裁判の基本哲学となっていったのである。

（2） ICTY・ ICTRの実績と成果

ICTYは、2017年にその任務を終了するまでの24年間で、161名を起訴している。このうち

90名が有罪に、19名が無罪となっている。37名は被告人死亡または起訴の撤回により途中で
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手続きが終了、13名については関係国に事件が委譲され、残り2名の事件はICTYを引き継い

だ「刑事裁判のための国際残余メカニズム」（International Residual Mechanism for Criminal Tri-

bunals）（5）に移送され、現在も裁判が進行中である（6）。他方、ICTRは2012年に終了するまで

の18年間に、93名を起訴し、有罪62名、無罪14名、途中での手続き終了4名、関係国への

委譲10名、残余メカニズムへの移送3名となっている（7）。ニュルンベルグ裁判が約1年間で24

名、東京裁判が2年半で28名の裁判を行なったことと比較したとき、この訴追者の数や期間

をどのように評価するかは難しい問題である。ただ、占領下にあったドイツ・日本において

容疑者の逮捕が容易であり、一括して訴追ができた両裁判所に対して、関係国の協力を得な

がら捜査・逮捕を進めざるをえなかったICTY・ICTRでは、被告の身柄確保とともに、順次

個別に裁判が実施されていく形式となったことは留意しなければならない。また、裁判の公

正性・中立性を確保する点で、個々の事件においても裁判手続の進行に時間を要したこと、

さらにニュルンベルグ・東京裁判に比して、多くの被害者が法廷で証言する機会を得たこと

などは（8）、長期にわたる裁判がもたらした肯定的な要因でもある。

予算・人員の観点でみると、たとえば ICTYは最も多くの事件を扱っていた2005―10年に

おいて、年間およそ3億ドル（およそ330億円）の予算をもち（9）、裁判部、検察局（捜査官、検

視官を含む）、事務を統括する書記局など、活動を支える職員として ICTYは最大でおよそ

1000名を擁していた。一国の司法制度を維持するための予算と比較したときに、ICTYの予算

が格段に大きいとは言えないが、この当時の国連の2年間のプログラム予算がおよそ50億ド

ルであったことを考えると（10）、決して少ない金額ではない。また、国家間の紛争を処理する

ことを任務とし、原則として当事者主義に基づいて機能する国際司法裁判所（ICJ）が100名

あまりの職員で運営されていることと比較すると（11）、自ら犯罪現場で捜査を行ない、証拠・

証人を探索し、加えて被害者・証人の保護などを担う ICTYが、いかに多くの人員を必要と

したかもわかる。一般的にみても、国際刑事裁判が多くの時間と資源を費やすシステムであ

ることは否定できない。

しかし、ICTY・ ICTRの存在意義は、短期的な費用対効果だけで語られるべきではないだ

ろう。20年あまりの期間を要したとはいえ、この間に関係国の状況は大きく変化している。

国内の民主主義や法の支配の要件をクリアして、旧ユーゴスラビアのスロベニアとクロアチ

アはすでに欧州連合（EU）加盟国となっている。また、マケドニア旧ユーゴスラビア、モン

テネグロ、セルビアも正式なEU加盟候補国として認定されており、内戦の中心であったボ

スニア・ヘルツェゴビナについても国内情勢は安定してきている。他方、ルワンダも強権的

政府が続いているものの、周辺国と比較すると国内政治は安定しており、経済的な成長は著

しい。ICTY・ICTRでは事件を関係国に戻す「委譲」（referral）の制度が2000年代に入り新た

に導入され、これを実施する要件として被委譲国において公正な裁判（fair trial）が実現でき

るか否かの確認が求められている（12）。ICTYはボスニア・ヘルツェゴビナに10名、クロアチ

アに2名、セルビアに1名を、ICTRは8名をルワンダに移譲しており、こうした措置の実施

は関係国に法の支配と適正な裁判が実現できる体制が整ったことの証拠でもある。もとより、

こうした状況変化が国際刑事裁判だけの効果であるとは言えないが、たとえばセルビアのEU
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加盟申請に至る動きが、同国の ICTYへの協力の促進とリンクするなど、国際刑事裁判が関

係国の法制度の改革、国内政治、さらには外交方針のあり方にまで影響を与えたことは間違

いない。その意味で、ミクロにみればさまざまな問題はあるとしても、大局的にみれば

ICTY・ ICTRは成功であったと評価することは可能であろう。なにより、これらの裁判所が

国際刑事司法の大きな潮流を生み出し、ICCの創設と国際刑事法の発展に大いに寄与したこ

とは事実である。

2 ICCの訴追戦略と実効性

（1） 捜査・訴追の状況

ICCを設立するローマ規程は1998年7月に採択され、すでに20年以上が経過している。効

力発生要件である60ヵ国の批准を経て、実際にICCが稼働を始めたのは2002年7月であるか

ら、裁判所としても16年あまりの歴史を刻んできたことになる。アメリカ、ロシア、中国な

どが加入していないとはいえ、現時点でローマ規程の締約国は123ヵ国に及んでおり、ICCは

国際関係に影響を与える確たるアクターとして存在感を高めている。

ICCのこれまでの活動を評価するに際しては、ICCが普遍的な裁判機関であるという点が

重要となる。ICTY・ ICTRは特定の国家を対象とし、そこで発生した犯罪を事項的管轄の範

囲としていた。これに対して、ICCはローマ規程第12条に従い、犯罪の発生地または犯人の

国籍国がローマ規程の締約国であれば、いずれの国についても管轄権を行使することができ

る。言葉を変えれば、ICTY・ICTRの場合には、特定の事態に対して捜査・訴追を「始める」

基準は不要であり、旧ユーゴやルワンダの事態を取り上げることは設置目的として「所与」

であった。これに対し、ICCの場合には、ある国の一定の事態について捜査・訴追を「始め

る」という決定が必要となり、これが法的にはもちろん、政治的にも大きな意味をもつこと

になる。

ICCが特定の事態（situation）について管轄権行使を開始するための手続きは、銃の引き金

を引くことになぞらえてトリガー・メカニズムと呼ばれる。ローマ規程第13条は、①締約国

による検察官への付託、②安保理による検察官への付託、③検察官の自己の発意による捜査

開始を規定している。締約国による付託は、ICCの管轄権に入る犯罪が発生する事態を締約

国が相互に留意し、締約国の1つでそうした事態が発生する場合には、他の締約国が ICCの

管轄権行使について引き金を引くことが想定されていた。しかし、今日までにこの方式で付

託された5つの事態、すなわちコンゴ民主共和国（2004年）、ウガンダ（2004年）、中央アフリ

カ共和国（2事態、2004年／2014年）、マリ（2012年）はすべて、当該事態が発生した国家自身

による付託である（自己付託）。ローマ規程には自己付託を禁止する条項は存在せず、自らの

事態を積極的に ICCに付託することは推奨されるべきとの見解がある一方で、内戦における

反対勢力をICCの捜査・訴追の対象とすることを暗に意図した自己付託もみられるなど、ICC

の公平性の観点からは問題も指摘されている。

安保理による付託は、国連憲章第7章の決議によって行なわれる。これまでに、スーダン

（2005年）とリビア（2011年）の事態がこの方式で付託されている。この方式の場合、安保理決
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議の拘束力によって関係国は ICCの管轄に服することになり、それがローマ規程の締約国で

ある必要はない。事実、スーダンもリビアも締約国ではない。しかし、この方式では安保理

において意見の不一致があれば付託は難しくなり、実際、2014年5月にはシリア内戦におけ

る事態を付託する決議案が一部の常任理事国の拒否権行使により採択されずに終わっている。

検察官の自らの発意による捜査開始は、ローマ規程の起草過程において大きな争点であっ

た。国家の政治的な思惑から独立した検察官による開始は、ICCの司法機関としての公正性

や独立性を確保するうえで重要であるが、他方でこれは検察官に国家の内政に介入できるだ

けの強力な権限を与えることになり、その濫用を懸念する声も大きかった。そこで、こうし

た権限を検察官に与える一方で、その具体的な行使にあたっては、予審裁判部から事前の許

可を得る仕組みが取り入れられた（第15条）。現在までのところ、この方式での捜査・訴追は

ケニア（2010年）、コートジボワール（2011年）、ジョージア（2016年）、ブルンジ（2017年）の

事態について行なわれている。

ここで注目されることは、ICCが活動を開始した初期は自己付託が多く、2010年代に入っ

て検察官の発意による捜査開始が増加している点である。自己付託の場合には、関係国は

ICCが捜査・訴追をすることに同意をしていることになり、ICCとの軋轢が発生する余地は

少ない。しかし、安保理による付託と検察官の発意による捜査開始は、締約国にとって必ず

しも歓迎すべき状況とは限らず、ICCと関係国との衝突が起こる可能性が内在している。実

際、ケニアの事態ではケニア政府の非協力から証拠収集や証人の保護が十分にできないとし

て、一部の事件の訴追を撤回するに至っており（13）、またブルンジはローマ規程からの脱退を

通告している（14）。他方で、安保理による付託は、五大国を含む安保理の決定という政治的に

大きな正当性をもつことにはなるが、それでも関係国が ICCに協力的であるとは限らない。

事実、スーダンは ICCに協力する姿勢をまったく示さず、またリビアとの間でも後に述べる

補完性の原則（principle of complementarity）に基づく受理許容性（admissibility）の問題で対立を抱

えている。こうした進展は、自己付託の事態での経験から自信を得た検察局が、時の経過と

ともに、より積極的に捜査・訴追を進める姿勢に転じたことを示しているが、同時に、関係

国の協力なくしては実効的な捜査・訴追が困難であることも明らかにしている。

また、これまで捜査が開始された11の事態のうち、ジョージアを除いて、すべてがアフリ

カ諸国であることも特徴的である。後に述べるように、これがアフリカ連合（AU）やその加

盟国からの反発を呼ぶ一因となっているが、その重大性や規模などから判断して、優先的に

対処すべき犯罪がアフリカ諸国に集中していることも事実である。他方で、検察局は捜査の

前段階である予備的調査（preliminary examination）を、アフガニスタン、バングラデシュ／ミ

ャンマー、コロンビア、ギニア、イラク／イギリス、ナイジェリア、パレスチナ、フィリピ

ン、ウクライナ、ベネズエラなどについて実施中であり、「責任ある者は等しく裁かれるべ

き」という普遍性の理念が実現されつつあることも間違いない。

（2） 補完性の原則の適用と課題

ローマ規程前文は「国際的な犯罪について責任を有する者に対して刑事裁判権を行使する

ことがすべての国家の責務」であり、ICCが「国家の刑事裁判権を補完するものである」と
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謳っている。これは補完性の原則と呼ばれる。ローマ規程第17条によれば、関係国が犯人を

真摯に捜査・訴追を行なう意思または能力を有する限り、国内裁判所が事件を審理する権限

をもつ。ICCが捜査・裁判を行なうことができる受理許容性が認められるのは、国内刑事手

続が犯人を刑事責任から保護する目的で実施され、または独立・公正に行なわれず、裁判に

付す意図と両立しないなど意思が欠如する場合、あるいは関係国が被告の身柄を確保できな

い、被告を起訴・裁判するに必要な証拠および証言を得ることができない、証人を保護でき

ないなど、裁判手続を遂行する能力が欠如する場合に限られる。この点で、第1次的な管轄

権が国内裁判所の側にあり、ICCは一定の限定された場合に、それを補う存在にすぎないこ

とになる。

しかし、国内裁判がそうした条件を満たしているか否かの決定権限は、あくまで ICCの側

にある。このため、捜査・訴追する意思と能力の評価においては、ICCの戦略的な基本姿勢

が反映される余地がある。すでにリビアやケニアから、ICCが訴追対象としている者が、す

でに自国の裁判所において訴追または裁判されているという抗弁が提起されてきているが、

ICCは単に同一人物が訴追されているだけでは十分でなく、ICCが訴追しようとする行為と

同一の行為について、国内司法機関が実際に訴追・裁判することが必要であるとの立場を示

している（15）。この「同一人物・同一行為」の基準は、補完性原則の適用によってICCの受理

許容性が否定される状況が、厳格に狭く解釈されることを意味しており、裏を返せば、ICC

が自ら積極的に訴追・裁判する姿勢であることを示している。

他方で、仮に受理許容性が認められる事態であったとしても、発生した犯罪をすべて ICC

が訴追・裁判することは困難である。ルワンダ一国の事態について、100名近くが起訴され、

その裁判に20年近くの歳月を要したICTRの経験を踏まえれば、現在捜査中の11の事態につ

いて各々同程度の数の訴追・裁判を行なうことが不可能であることは容易に想像がつく。そ

うなると、訴追・裁判の対象を絞り込み、ICCが取り扱う一事態当たりの事件数を減らす戦

略が必要になる。実際、検察局はそうした戦略の必要性を認識しており、「最も責任のある

者」（the most responsible person）だけを捜査・訴追する方針を示している（16）。しかし、そうな

ると、特に責任が重いと考えられる者以外は、ICCでは訴追・裁判されないことになり、お

のずと関係国の国内裁判所に委ねる必要が出てくる。しかし、真摯に訴追・処罰する意図あ

るいは能力がないことを理由に ICCの受理許容性が認められた事態において、最も責任のあ

る者以外については国内裁判所が真摯に訴追・裁判すると期待することはできない。こうし

て、一定以上の責任ある者は ICCによって裁かれるが、それ以下の者を裁くフォーラムが存

在しない「不処罰の間隙」（impunity gap）と呼ばれる現象が生じることになる。

しかし、訴追・裁判を行なう意思がない国については政策転換を待つ以外にないが、能力

がない国については、国内裁判を適正に実施するための財政的支援や裁判手続を担う人材の

育成・訓練などの措置によって、こうした間隙が埋まる可能性が考えられる。そこで、ICC

はこうした関係国のキャパシティー・ビルディングを進める活動を展開し始めており、これ

は「積極的補完性」（positive complementarity）と呼ばれている（17）。こうした活動がどこまで効

果を発揮するかいまだ定かでないが、ICCの創設段階では想定されていなかった新たな活動
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として注目しなければならない。

（3） アフリカ諸国の反発と地域主義の可能性

これまでの説明から明らかなように、ICCの活動の中核にあり、それゆえに課題ともなる

のは、どの国の事態を取り上げ、誰を訴追の対象とするのかという訴追戦略の問題である。

裁判所である ICCは裁判官が主役の舞台とみられがちであるが、世界中の武力紛争や民族対

立に起因する衝突のなかから、ICCが訴追・裁判すべき事態を選び出す作業は検察官に委ね

られている。穿った見方をすれば、裁判官は検察官が選択した事態・事件を受動的に裁判し

ているにすぎない。これに対して、検察官は世界中から寄せられる情報に目を配り、政治的

に複雑な問題がからんだ事態について予備的調査や捜査を開始するか否か決断することが必

要になる。たとえば、先に述べた自己付託なども、検察官が積極的に関係国に働きかけ、付

託を促した成果であった。その点で、ICCの能動的な側面は検察官の動きに現われ、また関

係国との摩擦や対立もそこに集中する傾向にある（18）。

現在直面する大きな課題のひとつは、「最も責任ある者」を訴追の中心にすえる戦略の帰

結として、訴追の対象となっている者のなかに、スーダンやケニアの現職の指導者が含まれ

ているという点である。ICCの活動がアフリカ諸国の事態に集中していることと相まって、

こうしたアフリカの指導者を対象とした訴追は、ICCが一定のバイアスをもってアフリカへ

の干渉を志向していると認識されることとなり、アフリカ諸国からの反発が強まっている。

具体的には、AUは2009年以来、安保理に対して、こうした指導者に対する訴追停止を要

請するとともに、加盟国に対して ICCの逮捕状執行に協力しないことを求める決議を繰り返

してきた（19）。また、先に指摘したようにブルンジはICCから脱退し、南アフリカ共和国もそ

の意思を示している（ガンビアも脱退の意思を示したが、後に撤回）。さらに、AUは国家元首

などがICCの管轄権からの免除を享受するかという法律問題について、ICJに勧告的意見を求

める動きをみせている（20）。仮に勧告的意見を要請する国連総会決議が採択されることになれ

ば、ICJまで巻き込んだ複雑な法的・政治的問題を惹起させることになるだろう。

加えて、AUは2014年にアフリカ司法裁判所とアフリカ人権裁判所を統合してアフリカ司

法人権裁判所（ACJHR: African Court of Justice and Human Rights）を設置し、そこに新たに国際刑事

管轄権を付与するマラボ議定書を採択した（21）。いわば、アフリカ外からの司法的干渉を排除

し、アフリカの問題はアフリカ自らが刑事裁判を行なうという姿勢の表明である。ACJHRは

ジェノサイド、人道に対する犯罪、戦争犯罪に加えて、海賊、憲法違反の政府転覆、傭兵、

テロリズムなどアフリカ地域が直面する犯罪についても管轄権を有する（22）。また、弁護局

（Defence Office）を内部機関として設置するなど（23）、検察側と弁護側における「武器対等の原

則」（equality of arms）の観点からみると、ICCよりも発展した側面をもっている。他方で、

ICCに対するAUからの批判に関連して、AU諸国の国家元首・政府の長には、ACJHRの管轄

権からの免除が与えられる（24）。したがって、AU諸国の国家元首はACJHRで訴追・裁判され

ることはないので、補完性の原則に基づいて、ICCは当該国家元首を訴追することが許容さ

れることになる。この点だけをとらえれば、ACJHRの設置は、アフリカの国家元首等の問題

はアフリカ自身の機関で決着をつけるという帰結にはならない。
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しかし他方で、ACJHRの設置を単に ICCに対するAUの「対抗手段」とだけみることは正

確でないだろう。補完性の理念が示すように、本来は各国の国内裁判所がジェノサイド、人

道に対する犯罪、戦争犯罪などを訴追・裁判する状況が理想である。しかし、アフリカ諸国

の国内裁判所にこれを求めることに困難が伴うことは容易に想像がつく。そうした場合、い

わば国内裁判所の代替としてACJHRが機能し、「不処罰の間隙」を埋める役割を果たす可能

性もある。そうなれば、ICCという普遍的裁判所と個々の国家の国内裁判所の中間に、地域

主義的な裁判所が入ることで、国際刑事司法は重層的なものとなり、その実効性を増すこと

も期待できるかもしれない（25）。

結　び

ICCがこれまでに下した判決は、数のうえでは多いものではない。複数の事態を同時に扱

い、しかも被害者の訴訟参加を認める制度を採用していることによって（26）、手続きの進行速

度はICTY・ICTRと比較しても遅く、現時点において有罪判決が出た事件は8件、無罪が3件

となっている。

しかし、それらの判決がもつ意義は決して小さいとは言えない。たとえば、コンゴ民主共

和国のルバンガ事件では少年兵の徴募や使用の概念が明確化され（27）、またマリのアル・マー

ディ事件においては世界遺産の破壊などが戦争犯罪を構成すると判断されるなど（28）、現代の

武力紛争の特徴を鮮明に反映した犯罪概念が積極的に認められており、ICCが今後の国際人

道法の発展に大きな貢献をなすことを確信させる内容となっている。さらに、従来の国際刑

事裁判にない ICCの特徴として、犯罪の被害者に対する賠償を命じる手続きがあり、先の2

つの事件に加えて、コンゴ民主共和国のカタンガ事件についても、具体的な賠償命令が出さ

れている（29）。そこでは、ICCに併設された「被害者のための信託基金」（Trust Fund for Victims）

が賠償の実施機関と位置づけられ、個別的賠償と集団的賠償の双方において具体的な実施が

進行している。

一方、ICCに期待されている政治的・社会的な機能、たとえば関係国の平和回復や社会の

融和・安定への寄与などについては、いまだ未知数と言わざるをえない。個々の関係国の状

況はさまざまであり、ICCとの関係にも大きな相違がある。対立的な状況にある国について、

どのように協力関係を築き、より実効的な刑事司法を実現するのか、これは ICCが直面する

重要な課題である。他方、すでに協力的な関係にある国との間では、積極的補完性に基づく

国内制度のキャパシティー・ビルディングにどこまで貢献できるのか、また決定された集団

的賠償が犯罪被害を受けた地域社会の復興回復を後押しできるのかも、注視しなければなら

ない。

それらの課題はいずれも、ICTY・ ICTRが挑戦し切り開いた地平を、ICCがさらに開拓し

ながら前進していることの証左とも言える。その点で、ICCの意義と成果は、もう少し時間

をかけて評価されるべきものであろう。

［付記］ 本論文は、科学研究費補助金・研究課題「現代国際法における責任追及指向性―その動態と
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